
平成２６年度エネルギー白書 概要 

◇  エネルギー白書は、エネルギー政策基本法第１１条に基づき、前年度に講じたエネルギーに関
する施策の概況等を国会に報告するもの。 

 

◇ 今年の白書では、中心トピックとして、米国の「シェール革命」で大きく変化する世界のエネル
ギー安全保障環境の分析（「シェール革命」と世界のエネルギー事情の変化（第１部第１章））と、 

  我が国におけるエネルギーコストの状況及び政府としての対応（第１部第３章）について紹介。 
 

◇ また、例年同様 、東京電力福島第一原子力発電所事故への対応（第１部第２章）、エネルギー動向
（第２部）、前年度においてエネルギー需給に関して講じた施策（第３部）について詳述。 

第１部 エネルギーを巡る状況と主な対策 

  第１章  「シェール革命」と世界のエネルギー事情の変化 

  第２章  東日本大震災・東京電力福島第一原子力発電所事故への対応 

  第３章  エネルギーコストへの対応 

第２部 エネルギー動向 
       （国内外のエネルギー需給の概要や一次エネルギー、二次エネルギーの動向に関する基本的なデータ集） 

第３部 ２０１４（平成２６）年度においてエネルギーの需給に関して講じた施策の概況 
     （個別の施策概要や予算額など）         

２０１５年 ７ 月 
経 済 産 業 省    

資源エネルギー庁 
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米国の「シェール革命」による変化① 

 
第１部第１章   「シェール革命」と世界のエネルギー事情の変化 

 

出典：JOGMEC資料等を基に作成 

【シェールガスの採掘を可能にした３つの技術革新】 【米国の天然ガスの生産量、消費量と輸入・輸出量の推移と見通し】 

出典：EIA統計 

○ 米国において、従来は経済的に掘削が困難と考えられていた地下2,000メートルより深いところにあるシェー
ル層からのガス（シェールガス）が2006年以降、本格的に生産されるようになった。シェールガスの開発は、

世界のエネルギー事情や政治状況にまで大きなインパクトを及ぼしており、この変革は「シェール革命」と呼
ばれている。 

○ シェール革命は、①技術革新、②天然ガス価格の上昇、③米国政府による支援などによって可能となった。 
○ 米国は2009年以降、世界最大の天然ガス産出国となっており、2020年までに天然ガスの純輸出国になると

予想されている。また、原油についても、生産の拡大を進めており、2013年10月には、1993年以降で初めて
米国の原油生産量が原油の輸入量を上回った。 

（単位：兆立方フィート） 
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米国の「シェール革命」による変化② 

 
第１部第１章   「シェール革命」と世界のエネルギー事情の変化 

 

出典：EIA統計を基に作成 

【米国の原油輸入先上位10か国の変化】 【米国の石炭消費量の変化】 

出典：IEA「Energy Balance of OECD Countries 2014」を基に作成 

○ 米国におけるエネルギー需給構造の変化は、天然ガスにとどまらない。 
○ シェールオイルの開発・増産は米国の原油輸入量を減少させている。シェールオイルは軽・中質であること      

から、特に大きな影響を受けているのは、米国への軽質油の供給国であったナイジェリア、アンゴラ、    
アルジェリア。 

○ また、安価な天然ガスの増産が進んだことで、発電において天然ガスへの依存が増大し、石炭の需給構造
が大きく変化。消費量・生産量が大きく減少し、輸出が中心となってきている。 

○ こうした米国のエネルギー需給構造の変化が、世界のエネルギー需給構造にも大きな変化を及ぼすことに
なる。 

圏外 
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「シェール革命」時代の国際的なエネルギー動向の変化① 

出典：EIA資料等を基に作成 

【各国で開発されている主な非在来型原油・ガス】 【主な非在来型原油・ガスのイメージ図】 

○ 米国の「シェール革命」と時期を同じくして、シェール以外の非在来型の原油・ガスの開発・生産が、各国で
進められている。 

○ カナダの2013年の原油生産量の約半分がオイルサンドからの生産であり、数十年間にわたり安定的に生
産量が見込めることから、国内外から資本が集まっている。 

○ ベネズエラの超重質油は、2010年頃から確認埋蔵量に加算されることとなり、サウジアラビアに代わって、
世界最大の原油埋蔵国となった。 

 
第１部第１章   「シェール革命」と世界のエネルギー事情の変化 

 

名称 概要説明 主な埋蔵地 

重質油 比重が大きく（米国石油協会のＡＰＩ比重：10～22
度）、粘性が高い原油を指す。自噴やポンピングと
いった従来の方法では地下からくみ上げることが
出来ないため、回収方法は露天掘りや水蒸気圧力
などを使用することとなる。 

ベネズエラ、 
カナダなど 

超重質油及び 
ビチューメン 

API比重が10度以下のもので、粘度が10,000cP 
＜センチポアズ＞以下のものを超重質油、
10,000cPより高いものをビチューメンと呼ぶ。 
ベネズエラのオリノコ原油は油層の温度が高く、流
動性がある超重質油、カナダのオイルサンドは油
層温度が低く、流動性がないビチューメンが分布す
る。 

ベネズエラ、 
カナダなど 

炭層メタンガス
(CBM: Coal Bed 

Methane) 

石炭層のすきまに含まれている炭層メタンガスで、
地表から坑井利用して採取される。 

アメリカ、カナダ、
中国、豪州など 



輸出量 シェア 輸出量 シェア 輸出量 シェア

日本 0 0.0 アジア計 8,369 4.0 アジア計 12,018 5.3 アジア計

その他アジア 0 0.0 0.0 4,967 2.4 6.4 2,657 1.2 6.5

欧州 157,594 82.1 127,574 60.8 154,713 68.5

旧ソ連 34,256 17.9 68,722 32.8 56,544 25.0

その他 0 0.0 90 0.0 0 0.0

合計 191,850 100 209,722 100 225,932 100

2008年 2010年 2013年輸出量 シェア 輸出量 シェア 輸出量 シェア

中東 17,252 30.0 19,480 20.7 23,616 19.4

日本 11 ,333 19.7 アジア計 10 ,809 11.5 アジア計 22 ,642 18.6 アジア計

韓国 11,579 20.1 56.0 9,933 10.5 38.8 17,767 14.6 60.0

インド 8,336 14.5 10,670 11.3 14,156 11.6
その他アジア 996 1.7 5,206 5.5 18,500 15.2

欧州 7,900 13.7 34,636 36.8 21,128 17.4

米国 88 0.2 1,291 1.4 207 0.2

その他 69 0.1 2,164 2.3 3,506 2.9

合計 57,553 100 94,189 100 121,522 100

2008年 2010年 2013年
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「シェール革命」時代の国際的なエネルギー動向の変化② 

【ロシアの天然ガス輸出先の変化】 

○ 米国の「シェール革命」によって、世界のエネルギー需給構造が大きく変化している。 
○ 米国への輸出拡大を見込んでLNGの生産能力の拡張を進めていたカタールは、「シェール革命」によって米国

へのLNGの輸出機会を失うこととなり、欧州やアジア市場の開拓に動いた。その結果、ロシア依存からの脱却を
目指していた欧州はカタールからのLNG輸入を増やし、日本は東日本大震災後の火力発電需要の大幅増に直
面した際にカタールからのLNG輸入を拡大して対応することができた。 

○ カタールからのLNGや米国からの石炭により、欧州のエネルギー事情が変化する中、ロシアはアジア市場の開
拓に乗り出している。 

出典：IEA「Natural Gas Information」を基に作成 

 
第１部第１章   「シェール革命」と世界のエネルギー事情の変化 

 

（単位：百万立方メートル） 

【カタールの天然ガス輸出先の変化】 
（単位：百万立方メートル） 

出典：IEA「Natural Gas Information」を基に作成 

・その他アジア･･･台湾（2008年）、台湾・中国（2010年）、台湾・中国、タイ（2013年） 
・その他･･･カナダ、メキシコ、ブラジル等 
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主要国の「エネルギー安全保障」の変化 

○ 「シェール革命」を経て、米国を含めた主要国のエネルギー事情がどのように変化したかを確認するため
に、「エネルギー白書2010（エネ白2010）」で使用した「エネルギー安全保障の定量評価指標」を用いて、
直近と2000年代（「エネ白2010」における）の数値との比較を行うことで、「シェール革命」の時代に入って
各国のエネルギー安全保障がどのように変化しているかを見ていく。 

エネルギー安全保障の定量評価指標 

 各項目の下線部分につき、相対評価を踏まえて点数化 
 （最高評価を１０点とする）。 
（１） 国産・準国産エネルギー資源の開発・利用 
  ・・・一次エネルギー自給率 
（２） エネルギー輸入先多様化 
  ・・・各資源（原油・天然ガス・石炭）の輸入相手国の分散度 
（３） 資源の輸送リスク管理 

  ・・・チョークポイントリスクの低減 
  ※チョークポイント（choke point)：ホルムズ、マラッカ等、物資輸送に広く利用される狭い海峡 

（４） エネルギー源多様化 
  ・・・一次エネルギー供給源の分散度 
  ・・・発電電力量構成の分散度 
（５） 国内リスク管理 
  ・・・電力供給信頼度（停電時間） 
（６） 需要抑制 
  ・・・エネルギー消費のGDP原単位 
（７）供給途絶への対応 
  ・・・石油備蓄日数 

 
第１部第１章   「シェール革命」と世界のエネルギー事情の変化 

 

● 2000年代と直近の値の最高点はともに英国だが、

「シェール革命」による一次エネルギー自給率の増加等に

より、米国が評点を最も改善。 

● 日本は最も評価を下げ、対象国の中で最低点。 

※点数が高いほど（中心点から遠いほど）評価が良い 

各国の定量評価の全項目平均 

2000年代 直近 増減 

フランス 5.1 4.9 -0.2  
ドイツ 6.4 6.2 -0.2  
英国 6.5 6.2 -0.3  
米国 5.2 5.6 0.4  
中国 4.4 4.2 -0.2  
日本 4.8 4.0 -0.8  
韓国 3.9 4.1 0.2  

エネ白2010：青色 
直近：赤色 

 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
次ページ以降のグラフの表題名に下線を引き、対応を明確にしました。
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主要国の「エネルギー安全保障」の変化 

（１） 一次エネルギー自給率 
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（２） エネルギー輸入先多様化 （３） チョークポイントリスクの低減 
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エネ白2010：青色 
直近：赤色 
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● 米国の天然ガスは2006年以
降、原油は2009年以降、増産
を続けており、「シェール革命」
が米国の一次エネルギー自給
率の上昇に大きく寄与。 

● 英国は、北海油田の生産減衰
傾向から、2005年に一次エネ
ルギー自給率が100％を割り込
み、その後も下落傾向続く。 

● 日本及び韓国は、 
  インドネシアからの  

天然ガス輸入減により
輸入先が多様化。 

エネ白2010：青色 
直近：赤色 

 

エネ白2010：青色 
直近：赤色 

 

● 英国のチョークポイントリス
クが極端に低いため目立た
ないが、フランスは、2012年
に決定された、EUによるイラ
ン原油禁輸により点数を改
善（0.6→1.4）。 

● 「シェール革命」によって米

国内で増産されているシェー
ルオイルは軽・中質油で、重
質油が中心の中東原油はそ
の影響を受けず、米国の
チョークポイントリスクは変化
なし。 
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エネ白2010：青色 
直近：赤色 

 ● 2000年代には日本が第１位となっていたが、原子力
発電所の停止によりエネルギー源の寡占化が進んだ
ことから、直近では第４位まで後退。 

●日本と中国を除く５か国は全て点数を上げ、エネル
ギー安全保障を脅かすリスク低減を推進。 

（５） 停電時間 

● 停電は落雷等の自然条件に大きく左右される
ため、変化について分析するのは難しい項目 

●日本について、直近（2011-2013年度）に計画

停電は含まれないが、東日本大震災の余震に
よる停電は含まれる（例：2011年4月8日：400万
戸停電）。 

エネ白2010：青色 
直近：赤色 

 

（６）エネルギー消費のGDP原単位 

● 全ての国が、エネルギー消費効率の改善
を果たすも、評価数値が最良（最小）の英国
が最も改善を進めたため、相対的に他の6
か国の点数が悪化。 

エネ白2010：青色 
直近：赤色 

 

（７）供給途絶への対応 

● 2000年代に続き、直近でも米国の評価が最良（供給
途絶対応日数が最多）。米国の備蓄量はほぼ横ばい
であり、「シェール革命」による原油輸入量の減少が
結果に大きく貢献。 

●中国は備蓄量を倍増させたものの、原油輸入量が 
大幅に増えたことから、点数が悪化。 

エネ白2010：青色 
直近：赤色 

 

（４） エネルギー源多様化 

 
第１部第１章   「シェール革命」と世界のエネルギー事情の変化 
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日本の「エネルギー安全保障」の変化 

 
第１部第１章   「シェール革命」と世界のエネルギー事情の変化 

 

○ 東日本大震災及びその後の東京電力福島第一原子力発電所の事故によって、直近の一次エネルギー自
給率、エネルギー源多様化の点数及び評価指数が2000年代に比べ悪化。 

○ エネルギー輸入多様化を除く項目全てで評価を下げ、今回の分析対象国中、点数は最低となっている。 
○ 米国からのLNGについては、日本企業は、日本のLNG輸入量の２割に相当するLNGについての引取の契約

を締結済み。2016年以降、順次、日本への供給が開始される予定。今後、北米からの天然ガスの輸入が増
えれば、供給源の多角化を通じてエネルギー安全保障が強化されることになる。 

【日本の各項目の点数・評価数値の変化】 
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チョークポイン
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エネルギー消

費のGDP原単

位 

供給途絶への

対応 

エネ白2010：青色 
直近：赤色 

 

  点数 評価数値 

項目名 00年代 直近 点数の変化 
（○：増/×：減） 

  00年代 直近 評価数値の変化 
（○：良化/×：悪化） 

一次エネルギー自給率 1.8 0.7 ×   19 6 × 

エネルギー輸入先多様化 2.7 4.5 ○   944/479/705 
（原油/ガス/石炭）*1 

717/326/886 ○/○/× 

チョークポイントリスクの低減 0.2 0.2 －   171.4 160.2 ○ 

エネルギー源多様化 9.3 8.2 ×   2,886/2,228 
（一次エネ/電源)*2 

3,179/2,836 ×/× 

停電時間 7.2 3.0 ×   26.50 44.00 × 

エネルギー消費のGDP原単
位 8.7 8.2 ×   0.115 0.095 ○ 

供給途絶への対応 3.7 3.1 ×   175 204 ○ 

平均 4.8 4.0 ×         
評価数値･･・各項目を点数化する際の基準となる数値。 

 *1 原油・天然ガス・石炭それぞれの寡占度（輸入シェアにカントリーリスクを加味した上で２乗した数値の合計）を評価数値とする 

 *2 一次エネルギー・電源構成それぞれの寡占度（各エネルギー源のシェアを2乗した数値の合計）を評価数値とする 
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【参考】各国別のエネルギー事情の変化 
（１） フランス 

項目名 00年代 直近 
一次エネルギー自給率 4.9 6.2 
エネルギー輸入先多様化 5.1 5.3 
チョークポイントリスクの低減 0.6 1.4 
エネルギー源多様化 5.9 6.2 
停電時間 3.7 1.9 
エネルギー消費のGDP原単位 7.9 7.0 
供給途絶への対応 7.7 6.6 

平均 5.1 4.9 

①シェール関係： 北部には大量のシェールガスの存在が期待されているが、現在、水圧破砕
が禁止されており、早期にシェールガスの生産を開始することは難しい状況。 

②その他： 原子力発電に加え、再生可能エネルギーの導入拡大を盛り込んだ「エネルギー移
行法案」を、今夏にも制定の見込み。 

（２） ドイツ 

①シェール関係： 「シェール革命」による増産が進む北米からの天然ガスの輸入が可能になれ
ば、最も点数の低い項目である輸入先多様化の改善となるが、そのために必要なLNGターミナ
ルついては、2005年に建設計画が発表されたものの、2008年に撤回。 

②その他： 2011年に、一部の原子力発電所を停止したことにより、直近では石炭の消費量が増

加。しかし、再生可能エネルギーの導入をさらに推進し、エネルギー源の多様化を進めようとし
ている。 

項目名 00年代 直近 
一次エネルギー自給率 3.9 4.4 
エネルギー輸入先多様化 1.9 2.1 
チョークポイントリスクの低減 6.4 5.2 
エネルギー源多様化 8.2 9.5 
停電時間 9.4 8.5 
エネルギー消費のGDP原単位 8.1 7.7 
供給途絶への対応 6.9 5.6 

平均 6.4 6.2 

項目名 00年代 直近 
一次エネルギー自給率 7.0 9.7 
エネルギー輸入先多様化 2.5 2.2 
チョークポイントリスクの低減 1.4 1.5 
エネルギー源多様化 7.9 9.0 
停電時間 2.1 1.7 
エネルギー消費のGDP原単位 5.4 5.2 
供給途絶への対応 10.0 10.0 

平均 5.2 5.6 

①シェール関係： シェールオイル・シェールガスの開発がこのまま進めば、エネルギー自給率は
さらに上昇し、石炭の発電比率が下落することでエネルギー源の多様化が進む。国内需要の
大きさから、完全自給は難しいと考えられているが、原油輸入量は今後も減少する見通し。 

②その他： エネルギー源の多様化に関しては、石炭から天然ガスだけでなく、石炭から再生可能
エネルギーへのシフトを促す政策を推進。2013年にオバマ大統領が発表した「気候行動計画」
では、火力発電所からの排出量規制を促すとともに、2020年までに再生可能エネルギーによ
る発電比率を倍増させる（2012年比であれば約12％）としている。 

エネ白2010：青色 
直近：赤色 

 

エネ白2010：青色 
直近：赤色 

 

エネ白2010：青色 
直近：赤色 

 

（３） 英国 

項目名 00年代 直近 
一次エネルギー自給率 10.0 6.6 
エネルギー輸入先多様化 2.6 2.8 
チョークポイントリスクの低減 10.0 10.0 
エネルギー源多様化 7.6 9.3 
停電時間 2.2 1.7 
エネルギー消費のGDP原単位 10.0 10.0 
供給途絶への対応 3.1 2.7 

平均 6.5 6.2 

エネ白2010：青色 
直近：赤色 

 

①シェール関係： エネルギー自給率が低下している中、陸上のシェールオイル・シェールガス 
  開発を進めようとしているが、付近の住民からの抵抗が強い。 
②その他： 直近のエネルギー自給率向上策として、北海油田の再開発を推進する一方、再生
可能エネルギーの導入拡大にも取り組んでいる。 

（４） 米国 
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【参考】各国別のエネルギー事情の変化（続き） 

（５） 中国 

項目名 00年代 直近 
一次エネルギー自給率 9.2 10.0 
エネルギー輸入先多様化 6.8 7.0 
チョークポイントリスクの低減 0.3 0.3 
エネルギー源多様化 4.5 4.5 
エネルギー消費のGDP原単位 1.4 1.2 
供給途絶への対応 4.1 2.1 

平均 4.4 4.2 

①シェール関係： 既にシェールガスの生産が進められているが、技術不足から生産量は伸び
ておらず、天然ガスの国内生産量の１％程度にとどまっている。シェールオイルについては
埋蔵が確認されているものの、地理的条件等から開発には時間がかかる見通し。 

②その他： ロシアとの間での天然ガスパイプライン建設等により、エネルギー輸入先の多様化

を進めることを計画。また、原油の国家備蓄基地を増設し、直近の約２倍の石油備蓄量を保
有することで供給途絶への対応を図ろうとしている。 

①シェール関係：北米からの天然ガスの輸入が実施されれば、中東依存度の低下やチョー
クポイントリスクの低減につながる。 

②その他： サハリンからのLNG輸入でロシアと合意済で、エネルギー輸入先多様化が進む
見通し。 

 

項目名 00年代 直近 
一次エネルギー自給率 1.8 1.9 
エネルギー輸入先多様化 3.1 4.3 
チョークポイントリスクの低減 0.2 0.2 
エネルギー源多様化 7.1 7.9 
停電時間 10.0 10.0 
エネルギー消費のGDP原単位 3.9 3.3 
供給途絶への対応 1.6 1.3 

平均 3.9 4.1 

エネ白2010：青色 
直近：赤色 

 

（６） 韓国 
エネ白2010：青色 
直近：赤色 
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○ 廃炉については、４号機使用済燃料プールからの燃料取出しを２０１４年１２月に完了。 
○ 汚染水対策については、「汚染源を取り除く」、「汚染源に水を近づけない」、「汚染水を漏らさない」の３つの基

本方針の下、重層的な対策を実施。このうち、凍土方式の陸側遮水壁は２０１４年６月より本格施工に着手し、
２０１５年４月３０日に試験凍結を開始。 

○ Ｋ排水路から比較的低濃度の放射性物質を含む水が外洋に流出していたことを受けて、２０１５年２月末より、
流出を抑制するための追加対策（浄化材の設置など）を実施。また、国も主体的に関与しながら、敷地境界外
に影響を与えるリスクの総点検を実施し、２０１５年４月２８日に点検結果を公表。 

○ 廃炉・汚染水対策について、着実に取組を進めるべく、「リスク低減の重視」や「徹底した情報公開を通じた地
元との信頼関係の強化」等をポイントとして２０１５年６月に改訂を行った「中長期ロードマップ」に沿って対応。 

東京電力福島第一原子力発電所１～４号機の廃止措置等に向けた取組等 

第１部第２章 東日本大震災・東京電力福島第一原子力発電所事故への対応 

２０１４年１２月２２日
に４号機使用済燃料
プール内の全ての燃
料取り出しを完了。 

４号機の状況 

2011年9月22日時点 現在 

第１期 

２０１１年１２月 
（冷温停止状態

の達成） 

第２期 第３期 

２０１３年 

１１月 

２０２１年 

１２月 

廃止措置終了まで 
（３０～４０年後） 

燃料取り出し開始まで 
（２年以内） 

燃料デブリ取り出し開始まで 
（１０年以内） 

現在 

廃炉の主なスケジュール 中長期ロードマップ改訂のポイント 
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○ 今回の事故により生じる原子力損害に関しては、原子力損害賠償紛争審査会の中間指針に則り、東京電力 

   より財物賠償、精神的損害賠償等を実施。約４兆９，４９９億円を支払い済み（２０１５年５月２２日現在）。 

○ ２０１３年１２月にまとめられた中間指針第四次追補を元に、一括慰謝料の賠償（２０１４年４月）、生活の再建  

   を図るための住居確保に係る賠償（同年７月）を開始。 

原子力損害賠償 

第１部第２章 東日本大震災・東京電力福島第一原子力発電所事故への対応 

東京電力による損害賠償の仮払い・本賠償の支払い状況 
（２０１５年５月２２日現在） （億円） 
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○ 福島復興指針である「原子力災害からの福島復興の加速に向けて」を改訂（２０１５年６月閣議決定）し、早期
帰還支援と新生活支援の両面の対策を深化させるとともに、事業・生業や生活の再建・自立に向けた取組を拡
充し、自立支援策を実施する官民の合同チームを創設。 

○ 田村市（２０１４年４月）、川内村の一部（同年１０月）の避難指示解除、南相馬市の特定避難勧奨地点の解除
（同年１２月）を実施。避難指示区域からの避難者数は約７．９万人（２０１５年３月３１日現在）。 

原子力被災者支援① 

第１部第２章 東日本大震災・東京電力福島第一原子力発電所事故への対応 



○福島浜通り地域の新たな産業基盤の構築を目指すイノベーション・コースト構想の具体化に向けた取組を実施。 
原子力被災者支援② 

第１部第２章 東日本大震災・東京電力福島第一原子力発電所事故への対応 

イノベーション・コースト構想推進会議 

○関係省庁、福島県、各市町村、有識者などからなる全体会合（福島県で開催）。 

○個別検討会における検討状況の報告、その他構想具体化に向けた進捗状況を 
   共有しつつ、構想の実現に向けた方策について意見交換等を実施。 

個別検討会 

○３プロジェクト（ロボット拠点整備、産学 
 連携拠点、スマート・エコパーク）につい 
 てテクニカルな課題等を整理。 

○関係省庁、関係企業、有識者等を中心 
 に構成し、地元からは福島県庁が参加。 

検討会以外での進捗 

○福島県、各市町村等による取組 

○先行プロジェクトの進捗   など 

○１１月以降、それぞれの課題を議論する  
 会合を東京で開催。 

13 



○日本は、東日本大震災以降、原子力発電所が停止し、海外からの化石燃料への依存が増大したことから、 
   国際的な燃料価格の動向に大きな影響を受けやすい構造となっている。 
○旺盛な世界需要や国際情勢の変化を背景に、２０１４年夏にかけて化石燃料価格が高騰。 
○化石燃料の輸入増加による国富の流出や国内のエネルギーコスト高などの課題に直面。 

エネルギーコストの状況① 

第１部第３章 エネルギーコストへの対応 

14 

【鉱物性燃料の熱量当たりの輸入価格の推移】 

出典:財務省「貿易統計」を基に作成 

出典:財務省「貿易統計」、日本銀行「国際収支統計」等を基に作成 

貿易収支は震災以降、▲１４．４兆円の悪化 
最大の要因は、化石燃料輸入：▲７兆円 

【貿易収支及び経常収支の推移(年度ベース）】 



○火力発電所の稼働率上昇に伴う火力燃料費の増大などにより、東日本大震災以降、家庭用の電気料金は 
 約２５％、産業用の電気料金は約４０％上昇。 
○エネルギー関連の消費者物価指数は、東日本大震災以降、大きく上昇。 

エネルギーコストの状況② 

 
 
 

第１部第３章 エネルギーコストへの対応 

15 出典:総務省「消費者物価指数年報 平成26年」を基に作成 

出典:総務省「消費者物価指数年報 平成26年」を基に作成 

出典:東京電力公表資料を基に作成 

【エネルギー関連項目における近年の消費者物価指数の推移】 

【主な費目における近年の消費者物価指数の推移】 

【電気料金の構成(一般家庭モデル・ケース(東京電力）】 

【電気料金の平均単価の推移】 

出典:電力需要実績確報(電気事業連合会)、各電力会社決算資料を基に作成 



○エネルギー関連の消費者物価指数の上昇により、電気代等への家計における支出額が大きく増加し、教養 
  娯楽への支出が減少するなど、家計の支出パターンにも影響。 
○電気代の負担は、年間収入が低いほど、世帯主の年齢が高いほど負担が大きいことも家計の支出状況か 
   ら明らかになっている。 

エネルギーコストの影響① 
 
 
 

第１部第３章 エネルギーコストへの対応 

16 出典:総務省「家計調査結果(2014年）」を基に作成 

    【電気代等に係る支出額及び増減率】 
     （１世帯当たり１か月間の支出（２人以上世帯）） 

出典:総務省「家計調査結果(2014年）」を基に作成 

【消費支出(年額）と消費支出に占める電気代の割合［年間収入別】（２人以上世帯）） 

【消費支出(年額）と消費支出に占める電気代の割合［年齢階級別】（２人以上世帯）） 

出典:総務省「家計調査結果(2014年）」を基に作成 

注）こづかい（使途不明）：こづかいのうち使途が不明なもの。 

±０％ 



○エネルギーコストの上昇に対し、家庭でも節電に努めるなどの取組が行われている。ただし、例えば、電力 
  については上昇幅の方が大きいため、節電を行っても電気代支出額の増加が止まらない状況であり、エネ 
    ルギーコストは家計にも大きな負担となってきている。 
○産業界においても、ある調査では、更なる電気料金の上昇は１円／kWh未満が限界という意見が約６割を 
 占める状況に至っている。 

エネルギーコストの影響② 

 
 

第１部第３章 エネルギーコストへの対応 
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出典:総務省「家計調査結果(2014年）」を基に作成 

   【電気代支出額と電力使用量の推移】 
（支出については、１世帯当たり１か月間の支出（２人以上世帯）） 

【電力コスト上昇の負担限界について】 

出典:日本商工会議所「電力コスト上昇の負担限界に関する緊急調査 
    (2014年11月～12月）結果」を基に作成 



○ ２０１４年度補正予算において、省エネ対策の強化、燃料対策、地産地消型 など再生可能エネルギーの   
  推進等、エネルギーコスト高対策を中心に、エネルギー対策として３，６０１億円を計上。  

エネルギーコスト対策 

２０１４年度補正予算(主なエネルギー対策）：３，６０１億円 

１．地域工場・中小企業等の省エネルギー設備導入補助金 ［930億円］ 
  ・最新モデルの省エネ機器の導入を支援。 
    ・地域の工場事務所・店舗等における省エネや電力ピーク対策等への更新・改修を支援 等   

２．家庭用燃料電池（エネファーム）、定置用リチウムイオン電池の導入支援［352億円］ 
   ・家庭用燃料電池（エネファーム）及び家庭等におけるピークシフト、コスト削減に向け定置用リチウム蓄電池の導入を支援 

３．燃料電池車用水素ステーション、ＥＶ用充電ステーションの整備［396億円] 
  ・燃料電池自動車等の普及に向け水素ステーション、充電ステーションの整備の加速化を支援  
 

４．地産地消型など再生可能エネルギー等の導入促進［238億円］ 
  ・分散型エネルギーを面的に利用する先導的な地産地消型システムの構築を支援 
  ・自家消費向け再生可能エネルギー発電システムや蓄電池の設置を支援 等 

 
 
５．漁業経営セーフティネット構築等事業 ［220億円］ 
  ・原油価格・養殖用配合飼料価格が一定の基準を超えて上昇した際には補填金(※）の交付。 
   （※）漁業者と国または養殖業者と国が資金を積み立て 

６．中小トラック事業者の燃料対策費 ［35億円］    
  ・中小企業が多い投資余力の小さいトラック業者を対象に燃料効率の良い環境対応車及び低廉 

    かつ安定的な燃料の確保を行うための燃料貯蔵設備の導入を支援  等 

【エネファーム（戸建住宅用）】 

第１部第３章 エネルギーコストへの対応 
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セキュリティインデックスの策定 

コラムで取り上げるトピック（例） 
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エネルギー安全保障(Energy Security)については、複数の観点から定性的な情報等を数値化し、ランク付けするといった取組は
なされてきたが、これまで自給率以外に定量的な評価が試みられることはなされていなかった。2014年度にセキュリティインデッ
クスを計算するフォーミュラを策定し、その評価を実施。 

○エネルギーセキュリティインデックスの評価手法 
 

 エネルギーセキュリティインデックスの計算は以下のような 
プロセスで行う。 

１．供給国の供給リスク※1

の計算
２．地域単位での供給リ

スクの計算
３．調達国の１次エネル
ギー種別のリスクの計算

４．調達国の1次エネル
ギー全体のリスクの計算

a国 (μa,σa )

b国 (μb,σb )

c国 (μc,σc )
エネルギーβ (μβ,σβ)

エネルギーα (μα,σα )

B地域 (μB,σB)

A地域 (μA,σA )

C地域 (μC,σC)

D国

(μD,σD )

σを、セキュリティ・インデック
スとして評価、各国比較

α

β

A

B

A
B
C

・各供給国の供給の安定度合
を計算※2

（期待値と標準偏差を計算）

・各国で過去どの程度紛争が
起きたか（紛争頻度）を加味

国単位の供給の安定度合を
地域区分ごとにまとめる
（加重平均※3）

シーレーンで供給が途絶
するリスクを供給の安定
度合いに加味

各エネルギー種の調達の安定度合
を調達元の供給安定度合で評価
（調達地域の構成で加重平均※3 ）

その国の1次エネルギー全体の調

達の安定度合を、各エネルギー種
の調達安定度合で評価
（１次エネルギー構成で加重平均※3 ）

地域間で連動して生じる
供給の安定度合いの変化
（地域間の相関）も考慮

○2010年、2012年におけるエネルギーセキュリティインデックスの
評価結果 
 

 以下の通り各国における1次エネルギー供給ベースでのセキュリティインデッ
クスを比較した。2010年と2012年で、各国の記号（●･･･備蓄を考慮しないケー
ス、▲･･･備蓄を２年で取り崩すケース）が右上に向かうほどリスクが上昇、右
下に向かうほどリスクが低下したことを示している。 

○1次エネルギー構成、調達国構成を変更した場合の 
 効果に関する感度分析 
 

 セキュリティインデックスの計算の際に1次エネルギー構成や調達国構成
を変更すれば、これをもたらすような政策を取った場合にエネルギーセキュ
リティにどのような効果をもたらすか予測できる。 



ホルムズ海峡 

フジャイラ港 

アブダビ陸上油田 
(生産量：日量160万バレル) 

アブダビ陸上油田の権益獲得 
  2015年4月27日、国際石油開発帝石が、アラブ首長国連邦（UAE）
のアブダビ首長国政府及びアブダビ国営石油会社（ADNOC）との間で、
アブダビ陸上油田の40年間の権益（5％）の獲得に関する契約文書に
署名した。 

○アジア企業として初めて権益獲得に成功 
 

 同油田は、現在の生産量が日量160万バレル、2017年には同
180万バレルの生産量を見込む世界屈指の巨大油田であり、これ

まで外国資本では、いわゆる欧米のオイルメジャーのみが権益を
保有してきたが、今般、アジア企業として初めて権益獲得に成功。 

○日アブダビ間の緊密な連携と資源外交の成果 
 

 アブダビ首長国との関係では、2013年5月の安倍総理大臣、
2015年1月の宮沢経済産業大臣の同国訪問など、陸上油田の権

益獲得に向けた働きかけを行ってきたほか、教育・医療等、広範な
分野での協力を実施 
してきた。今般の権益 
獲得は、国際石油開発 
帝石のこれまでの実績 
とともに、日アブダビ間 
の緊密な関係が高く 
評価されたもの 。 

安定的な資源確保のための総合的な政策の推進 

コラムで取り上げるトピック（例） 
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メタンハイドレート 
 メタンハイドレートはメタンと水が低温・高圧の状態で結合した氷
状の物質で、「燃える氷」とも呼ばれ次世代のエネルギー資源として
注目されている。石油や石炭に比べ燃焼時の二酸化炭素排出量が
少なく、将来のクリーンエネルギーとしても期待されている。しかし、
固体で存在するため、高い圧力がかかる状況に閉じ込められた在
来型の石油や天然ガスとは異なり井戸を掘っても自噴せず、新たな
生産技術を開発することが必要。 

ガス生産試験の様子 

○砂層型メタンハイドレート 
 

 砂層型メタンハイドレートについては、
2013年3月に海域では世界初となるガス

生産試験を実施した。現在、より長期的
に安定した生産が可能となるよう技術開
発を行っている。 

表層型メタンハイドレートを含む
地質サンプル 

○表層型メタンハイドレート 
 

 表層型メタンハイドレートについては、
資源量の把握のため、2013年度から、

調査を開始しており、昨年度は世界に
先駆けて本格的なサンプル取得に成功
した。 

アブダビ陸上油田地図 



熱を使った地域活性化の取組 
 マグマによって熱せられ、地中深くに閉じ込められている蒸気を、約
2kmの井戸を掘って取り出し、発電するのが地熱発電。その地熱発電
は、発電コストが安く、天候に左右されずに発電できることから、設備
利用率が高い電源（約80％）として、ベースロード電源に位置付けられ
ている。また、火山大国である日本は、アメリカ、インドネシアに次ぐ世
界第3位（約2,300万kW）の地熱資源量を有しており、今後、積極的に
導入していくべき電源。 

○地熱発電の熱利用 
 

 地熱発電は、電源として重要な役割
を担うだけではなく、発電後の熱水を
地域に供給することで、ハウス栽培事
業や魚の養殖事業、道路の融雪事業
など、農産物や観光資源として各地で
活発に行われている。 
 例えば、北海道洞爺湖（とうやこ）町
では、洞爺湖温泉利用共同組合が、
新たに掘削した泉源を活用した地熱
発電を実施している。町では、その電
力を温泉街の街路灯や電気自動車の
充電源などに利用するとともに、発電
後の熱水を使った「温泉たまご（ジオ
たまご）」を製造し、ホテルや飲食店に
提供するなどし、新たな観光商品を開
発し、地域活性化に繋げている。 

地方創生と再生可能エネルギー 

コラムで取り上げるトピック（例） 
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地元の木材を有効活用する地域循環型エネルギー 
 木質バイオマスについては、地域に豊富に存在する資源である木
材を有効活用して地域で自立した循環型システムを構築することが
可能だが、そのためには、安定的にエネルギー源として木材を供給
できる仕組みを確保することが鍵。 

○山形県最上町の取組 
 

 山形県最上町では、山（森）林が町域の84％を占めており、山
（森）林の整備のために間伐が不可 
欠だが、費用面等を理由に間伐が 
進まない状況となっていた。 
これを解消するため、従来は価値が 
低かった間伐材等を有効活用する 
仕組みを検討、構築。 
 

 間伐材を燃料として安定的に利
用することで、間伐費用の手当が
可能となり、継続的に間伐が行わ
れることで山（森）林の整備、安定
的な原料供給、エネルギー需給の
バランスの確保といった地域循環
型システムの構築が図られている。 

山形県最上町の事例 

北海道森地熱発電所 

ジオたまごの製造 

地域の資源を活用した再生可能エネルギーの利用促進は、地域活性化につながるものであるとともに、緊急時に大規模電源か
らの供給に困難が生じた場合でも、地域において一定のエネルギー供給を確保することに貢献するもの。 



水素社会の実現 

コラムで取り上げるトピック（例） 
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 水素は、利用段階では二酸化
炭素を排出せず、多様なエネル
ギー源から製造可能。このため、
環境負荷の低減やエネルギーセ
キュリティの向上に資する将来の
有力な二次エネルギーの一つと
して期待されている。 

 燃料電池とは、水素と酸素を化学反応させ
ることで発電を行う発電機。家庭用燃料電池
（エネファーム）は、燃料電池技術を活用し、都
市ガスやLPガスから取り出した水素と空気中
の酸素を反応させることで発電を行う。さらに
発電の際に発生する熱を給湯に有効に活用
することで、90％を超える高いエネルギー効率
を実現（2014年度末時点で、11万台以上が普
及）。 

○燃料電池自動車の登場 
 

 燃 料 電 池 自 動 車 （ Fuel Cell 
Vehicle :FCV）は、燃料となる水素と空
気中の酸素の化学反応によって発電
した電気エネルギーを用いてモーター
を回して走る自動車。2014年12月に、
トヨタ自動車より燃料電池自動車“ＭＩ
ＲＡＩ”が世界に先駆けて発売され、い
よいよ水素を燃料とする燃料電池自
動車の普及が始まった。記念すべき１
台目は、総理官邸に納車され、安倍
総理大臣が試乗。 

○水素社会の実現に向けて 
 

 水素のエネルギーとしての利用は、家庭用燃料電池（エネファー
ム）や燃料電池自動車だけでなく、バスやフォークリフトなど乗用車以
外の車両についても検討されており、早期の市場投入に向けて様々
な実証が進められている。また、発電向け燃料として水素を活用する
水素発電の取組も検討されている。 

家庭用燃料電池（エネファーム） 

○家庭用燃料電池（エネファーム）の普及 

納車式の様子（2015年1月） 

水素混焼ガスタービン 燃料電池バス 燃料電池フォークリフト 

水素エネルギー利活用の推進 
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